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茨城県内
1日	 	国営ひたち海浜公園によれば、2021年度の年間

入園者数は139万8,952人と前年度に比べ＋65.2％
の増加、19年度と比べると▲38.9％の減少

8日	 	大子町は、同町と栃木県那須塩原市を結ぶ「奥
久慈おでかけ快速バス」の実証実験を、ゴール
デンウィーク期間やお盆、秋の観光シーズン、
年末年始に運行すると公表、料金は大人片道500
円で、1日3往復を運行

11日	 	つくば市は、市内在住・在勤者に各種情報を提
供する、つくばスマートシティアプリ「つくスマ」
を配信開始、住んでいる地区や年代、家族構成
に応じた情報がプッシュ通知されるほか、各種
行政手続きや地図情報等を簡単に探すことが可
能で、多言語表示にも対応

15日	 	総務省「人口推計」によれば、2021年10月1日現
在の茨城県の総人口は285.2万人と前年同期に比
べ▲0.53％の減少（自然増減▲0.58％、社会増減
＋0.04％）、全国は1億2,550.2万人と同▲0.51％の
減少（自然増減▲0.48％、社会増減▲0.03％）

17日	 	河内町は、旧かわち直販センターをリニューア
ルし、産業観光交流拠点施設「かわち夢楽」をオー
プン、野菜や加工品等が買える「農産物等直売所」
のほか、レンタサイクル、シャワー室も備えた
「サイクルステーション」、田園風景を一望でき
る「大型バルコニー」などを整備

22日	 	茨城県は、営業時間短縮要請等関連事業者支援一
時金の申請受付を開始（6月30日まで）、1～3月の
「まん延防止等重点措置」に伴い、2022年1～3月
いずれかの月の売上が基準年（19～21年）の同
月に比べ30％以上減少し、かつ、①時短要請を
受けた飲食店等と直接取引がある、または、②
主な事業が対面で行う個人向け販売・サービス
を提供する事業者に対して、売上高に応じて支
給（20～500万円）

28日	 	守谷市は、公共オープンスペースの「ブランチ
パーク守谷」をオープン、同日開業の商業施設	
「ブランチ守谷」の隣に、約336㎡のサークル広
場や約1,700㎡の芝生広場などを整備

29日	 	関東鉄道株式会社は、2020年9月以降に全便運休
していた高速バス「つくばセンター～羽田空港
線」の運行を再開、運賃は大人片道1,900円で、
1日4往復を運行

国内・国外
1日	 	日本銀行「短観－2022年3月－」によれば、大企

業製造業の業況判断DIは14と、12月調査に比べ
▲3ポイントの悪化、先行きは9（最近比▲5ポイ
ント）。企業の物価見通し（全規模全産業、前年比）
は1年後＋1.8％（12月比＋0.7ポイント）、3年後
＋1.6％（同＋0.3ポイント）、5年後＋1.6％（同
＋0.2ポイント）

7日	 	日本銀行「生活意識に関するアンケート調査」
（2022年3月）によれば、国民の現在の景況感DI
は▲53.8と12月調査に比べ▲8.0ポイントの悪化

14日	 	欧州中央銀行（ECB）理事会は、政策金利を0.0％、
中央銀行預金金利を－0.5％で据置きを決定し、
資産買入れプログラム（APP）を7～9月期に終了
する見通しが強まったと判断

18日	 	中国国家統計局によれば、2022年1～3月期の中
国実質国内総生産（GDP）は、前年同期に比べ
＋4.8％の増加、10～12月期（＋4.0％）から＋0.8
ポイントの上昇

20日	 	財務省によれば、2021年度の貿易収支（速報）
は▲5兆3,749億円と2年振りに貿易赤字。輸出額
は前年度に比べ＋23.6％、輸入額は同＋33.3％（輸
出・輸入額ともに過去最高水準）

21日	 	内閣府は、4月の月例経済報告で、わが国の景気
は、「新型コロナウイルス感染症による厳しい状
況が緩和される中で､ 持ち直しの動きがみられ
る」と判断を上方修正

28日	 	日本銀行は、｢長短金利操作付き量的・質的緩和」
政策（金融市場調節・資産買入れ方針等）の現
状維持、連続指値オペの毎営業日実施（明らか
に応札が見込まれない場合を除く）を決定

28日	 	日本銀行「経済・物価情勢の展望」（2022年4月）
によれば、実質GDP成長率見通し（中央値）は、
22年度2.9％（1月比▲0.9P）、23年度1.9%（同	
＋0.8P）、消費者物価前年比見通し（除く生鮮食品、
中央値）は、22年度1.9%（同＋0.8P）、23年度1.1%
（同横ばい）

28日	 	米商務省によれば、2022年1～3月期の米国実質
GDP（速報値、季節調整済み）は、前期比年率
換算で▲1.4％と10～12月期（＋6.9％）から伸び
率は▲8.3ポイント低下

29日	 	EU統計局によれば、2022年1～3月期のユーロ圏
実質GDP（速報値、季節調整済み）は、前期比
年率換算で＋0.8％と10～12月期（＋1.2％）から
伸び率は▲0.4ポイント低下

経済トピックス　2022年4月

国際通貨基金（IMF）は、4 月 19 日、「世界経済見通し
（2022 年 4 月）」を公表しました。

今回見通しでは、2022 年の世界経済の成長率は、前年
比 3.6％成長と、1 月の見通しに比べ▲ 0.8 ポイント（以下、
P）と大きく下方修正されました。世界経済は、新型コロ
ナウイルスの影響で 2020 年に同－ 3.1％とマイナス成長
となった後、21 年は同 6.1％と回復しましたが、22 年は
その回復が妨げられる姿となっています。

こうした背景には、世界経済がコロナ禍から完全に回
復していない中で、2 月に開始したロシアによるウクラ
イナへの軍事侵攻が資源価格の上昇を通じて物価を一段
と上昇させ、物価抑制に向けた各国の利上げが経済を減
速させる、といった負の連鎖が挙げられます。

IMFは、2022 年の消費者物価上昇率見通しを、先進国
で＋ 5.7％（1 月見通し比＋ 1.8P）、新興・途上国で＋ 8.7％

（同＋ 2.8P）に上方修正しており、世界で物価上昇圧力が
強まる見通しです。

地域別にみると、ほとんどの国・地域で 2022 年の成長
率が下方修正されています。

先進国では、2022 年の成長率が 3.3％と、1 月見通しか
ら▲ 0.6P下方修正されています。

米国は、2022 年の成長率が 3.7％と、1 月見通しから 
▲ 0.3P下方修正されています。物価上昇を抑制するため、
連邦準備制度理事会（FRB）が金利引き上げを加速してい
ることが反映されています。

ユーロ圏は、2022 年の成長率が 2.8％と、戦争の影響
が大きく、1 月見通しから▲ 1.1Pの大幅な下方修正となっ
ています。とくにドイツは、ウクライナからの部品供給

の停滞等が製造業へ影響したことから大きく下方修正さ
れています。

日本は、2022年の成長率が2.4％と、▲0.9P下方修正さ
れています。原油等の輸入依存度が高い日本では、原油
価格のさらなる上昇が内需を低迷させるとみています。

新興市場国・発展途上国は、2022 年の成長率が 3.8％
と、1 月見通しから▲ 1.0 Ｐ下方修正されています。

ロシアは西側諸国の経済制裁によって▲ 8.5％、ウクラ
イナは甚大な被害によって▲ 35.0％のマイナス成長に陥
る見通しです。

中国は、2022 年の成長率が 4.4％と、1 月見通しから 
▲ 0.4 ポイント下方修正され、2021 年の 8.1％から減速し
ています。また、中国政府が目標に設定している「5.5％
前後」の成長率を下回っています。中国では 3 月以降新型
コロナウイルス新規感染者数が急増しており、「ゼロコロ
ナ」政策による都市封鎖（ロックダウン）を実施していま
す。これによって個人消費を中心に経済が減速する見通
しとなっています。

一方、サウジアラビアやブラジルといった一部の資源
国は、資源価格上昇やロシアの代替需要によって成長率
が上方修正されています。

IMFでは、対ロシア制裁の拡大や予測を上回る物価上
昇、致死率の高い変異株の発生による新たなロックダウ
ンなど、こうした見通しへの不確実性は非常に大きいと
指摘しています。

2023 年についても、世界経済全体で 3.6％と、1 月見通
しから▲ 0.2P下方修正されています。

（主任研究員　山田　浩司）

経済情報ピックアップ
「世界経済見通し（2022 年 4 月）」 の結果について

経済情報ピックアップ

世界経済見通し（実質GDP、2022年4月時点）
％、％ポイント

国・地域 2020 年 2021 年
推定

2022 年 
予測

2023 年 
予測 国・地域 2020 年 2021 年 

推定
2022 年 

予測
2023 年 

予測

世界 ▲ 3.1 6.1 (0.2) 3.6 (▲ 0.8) 3.6 (▲ 0.2)
先進国・地域 ▲ 4.5 5.2 (0.2) 3.3 (▲ 0.6) 2.4 (▲ 0.2) 新興、途上国・地域 ▲ 2.0 6.8 (0.3) 3.8 (▲ 1.0) 4.4 (▲ 0.3)

米国 ▲ 3.4 5.7 (0.1) 3.7 (▲ 0.3) 2.3 (▲ 0.3) ロシア ▲ 2.7 4.7 (0.2) ▲ 8.5 (▲ 11.3) ▲ 2.3 (▲ 4.4)
ユーロ圏 ▲ 6.4 5.3 (0.1) 2.8 (▲ 1.1) 2.3 (▲ 0.2) 中国 2.2 8.1 (0.0) 4.4 (▲ 0.4) 5.1 (▲ 0.1)

ドイツ ▲ 4.6 2.8 (0.1) 2.1 (▲ 1.7) 2.7 (0.2) インド ▲ 6.6 8.9 (▲ 0.1) 8.2 (▲ 0.8) 6.9 (▲ 0.2)
フランス ▲ 8.0 7.0 (0.3) 2.9 (▲ 0.6) 1.4 (▲ 0.4) ＡＳＥＡＮ５ ▲ 3.4 3.4 (0.3) 5.3 (▲ 0.3) 5.9 (▲ 0.1)
イタリア ▲ 9.0 6.6 (0.4) 2.3 (▲ 1.5) 1.7 (▲ 0.5) ブラジル ▲ 3.9 4.6 (▲ 0.1) 0.8 (0.5) 1.4 (▲ 0.2)
スペイン ▲ 10.8 5.1 (0.2) 4.8 (▲ 1.0) 3.3 (▲ 0.5) メキシコ ▲ 8.2 4.8 (▲ 0.5) 2.0 (▲ 0.8) 2.5 (▲ 0.2)

英国 ▲ 9.3 7.4 (0.2) 3.7 (▲ 1.0) 1.2 (▲ 1.1) サウジアラビア ▲ 4.1 3.2 (0.3) 7.6 (2.8) 3.6 (0.8)
日本 ▲ 4.5 1.6 (0.0) 2.4 (▲ 0.9) 2.3 (0.5) 南アフリカ ▲ 6.4 4.9 (0.3) 1.9 (0.0) 1.4 (0.0)
カナダ ▲ 5.2 4.6 (▲ 0.1) 3.9 (▲ 0.2) 2.8 (0.0) ウクライナ ▲ 3.8 3.4 ▲ 35.0 - -

注１：（　）内は 2022 年 1 月見通しからの変化。
注２：ASEAN5 は、インドネシア、マレーシア、フィリピン、ベトナム、タイ。
出所：IMF「World Economic Outlook」(2022 年 4 月 )
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